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はじめに 

 

 ESG 投資の拡大等に伴い、企業への環境情報開示の要請が強くなっています。日建連会員企業はこ

れまでも様々な環境活動を実践してきましたが、多くの取組みを「企業として当たり前のこと」と捉え、積極

的な情報開示がなされていなかった側面があります。環境情報開示とは、会員企業にとって当たり前の事

であっても、これを積極的に開示することにより、個社の環境への取組みを適正に評価してもらい企業価

値を高める活動でもあります。環境情報開示は担当部署の負担が大きい「義務」的業務ではなく、投資家

を含むステークホルダーが企業価値評価に役立てるための参考となる情報を提供する前向きな活動、と

再認識していただき、「日建連 環境情報開示ガイドライン」（以下、本ガイドライン）が各社の環境への取

組みの促進や、投資家による環境経営の評価・支援に役立つことを期待しています。 

 

 

・本ガイドラインは、「環境報告ガイドライン 2018 年版（環境省）」に沿って、環境関連情報を社外に向け開

示する際の手順や難解な記載事項を解説し、例示等をまとめた日建連会員向けの解説書です。本ガイ

ドラインにおける事業者は、日建連及び会員企業を指します。 

 

・本ガイドラインは、「環境報告ガイドライン 2018 年版（環境省）」、および国際的な規制・動向との整合を

図り、可能な範囲で日本の建設業の実態に則した開示方法について記載しています。 

 

・持続可能な社会への移行に際し、ESG 報告に重大な関心を有するようになった投資家も重要なステー

クホルダーです。投資家の視点では、ガバナンス、リスクマネジメントといった組織体制に関する情報や、

長期ビジョン、経営戦略との関連性や TCFD※による財務情報も環境関連の重要な開示情報となります。 

 

・本ガイドライン活用にあたり基本資料として、「環境報告ガイドライン 2018 年度版（環境省）」（以下、環境

省ガイドライン）「環境報告のための解説書 ～環境報告ガイドライン 2018 年度版対応～ （環境省）」

「環境報告のための解説書 ～環境報告ガイドライン 2018 年度版対応～ 詳細解説」を参照してくださ

い。 

 

※TCFD（気候変動関連財務情報開示タスクフォース）： 

2015 年に金融安定理事会（主要国の金融当局で構成される国際的な金融システムの安定を目的とす

る組織）により設置されたイニシアチブ。金融市場の安定化を図ることを目的に、企業等に対して気候

変動リスク及び機会の財務的影響の把握と情報開示を促している。 
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第一部 環境情報開示の基礎知識 

 

1.環境情報開示の基本的要件 

事業者が環境情報開示を行うにあたり、その開示の報告対象組織や準拠した基準・ガイドライン等を明

示することが重要です。これらを「環境情報開示の基本的要件」といい、一般的には、環境報告書や統合

報告書などの冒頭に記載します。 

報告対象組織は、原則として財務報告における連結財務諸表の対象組織である企業集団全体となり

ます。そのため、環境情報開示を行う事業者が企業集団の親会社である場合は、報告対象組織に事業

者とその連結の範囲に入る全ての子会社を含むこととなります。 

しかし現実には、子会社を含む報告対象組織全体の環境情報が収集できないことも少なくありません。

その場合でも、当該項目の開示を諦めるのではなく一部分でも開示する方向で検討してください。その際

は、開示する範囲を明示（売上高比等で報告対象組織の何パーセントを網羅しているかのカバー率も併

記されていることが望ましい）してください。 

 

2.主な実績評価指標の推移 

開示された環境情報の利用者が、事業者の経年的な取組成果を理解しやすいように、主な実績評価

指標の中から、特に重点的に取り組む環境課題の実績評価指標を２～３指標抜粋し、連結売上高などの

主な経営指標を併記しながら、直近の連続する３～５年程度の推移を表示します。 

 

3.開示方法 

本ガイドラインが想定する主要な利用者は、機関投資家です。よって、環境情報開示は、有価証券報

告書、社外向けホームページを基本とし、よりコンパクトで読みやすく編集された統合報告書、環境報告

書なども活用してください。だれでも環境情報にアクセスできることが重要であるため、統合報告書、環境

報告書は、社外向けホームページに掲載してください。 

また、環境情報開示は少なくとも年１回、定期的に行うことが望まれています。 

 

4.環境省ガイドラインでの「環境報告」の位置づけ 

環境報告の位置づけが上記のようになった背景を、環境省ガイドラインでは次のように説明しています。

（以下、環境省ガイドラインの序章 １．ガイドライン改定の背景、２．2018 年版の改定ポイント、より抜

粋） 

 

環境問題は、国連が主導する SDGs（2015 年９月採択）やパリ協定（2016 年 11 月発効）など、持続可

能な社会への移行を促進する国際的枠組みが確立されて、持続的発展が人類共通の目標として国際的

に認知され始めています。持続可能な社会への移行は、環境規制等の強化や市場環境の変化を通じて、

ほぼ全産業における事業者の事業活動に多大な影響を長期的に与え続けると予想されており、それらの

事業者を長期的な投融資対象とする金融セクターの情報ニーズに反映されて、環境報告のあり方にも強
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い影響を及ぼしています。 

事業環境が持続可能な社会への移行過程にあることを前提に、環境報告を ESG 報告の枠組みで利

用する投資家の情報ニーズに配慮し、従来型の環境マネジメント情報に加えて、事業者の組織体制の健

全性（ガバナンス、リスクマネジメント等）や経営の方向性（長期ビジョン、戦略、ビジネスモデル）を示す、

将来志向的な非財務情報を記載事項にしています。 

「マテリアルバランス」全体を網羅的に報告するのではなく、事業者が｢事業活動が直接的・間接的に環

境に与える重要な影響」を自ら判断して、事業者が対応すべき重要な環境課題について報告を求めるよ

うに変更しました。 

また、事業者が特定した重要な環境課題に関連する財務的影響を記載すべき事項とし、環境会計

（「環境会計ガイドライン 2005 年版」）の環境保全のためのコスト等を、貨幣単位で定量的に認識･測定･

伝達するという考え方を本ガイドラインに取り込みました。 
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第二部 環境情報開示の記載事項 

 

第二部では、環境省ガイドラインの章立てに沿って、各章ごとに 1.環境省ガイドラインが求める記載事

項、2.建設業として記載すべき項目、3.参考となる具体的記載事例、の順に説明しています。 

 

第 1 章 経営責任者のコミットメント 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

重要な環境課題への対応は、事業者の自主的な取組みであり、その成果の是非は、最終的にステー

クホルダーの評価に委ねられます。その評価の基点となるのが経営責任者のコミットメント（経営者が責任

をもって行う対外的な約束）です。そのため、事業者が重要であると判断した環境課題については、その

対応方針等を経営責任者の名において対外的に明言することが重要となります。 

 

記載すべき事項 

○重要な環境課題への対応に関する経営責任者のコミットメント 

 

2.建設業として記載すべき項目 

コミットメントにおいては、重要な環境課題への対応が、長期ビジョンの中でどのように位置付けられて

いるか、経営戦略や経営計画とどのような関係にあるのかなど、可能な限り、事業者の将来見通し情報と

関連付けて説明することが望まれます。長期ビジョン、経営戦略や経営計画は建設業として標準的なもの

はなく、個社固有のものです。環境省ガイドライン及び解説書を参照し、自社の経営責任者のコミットメン

トを記載して下さい。 

 

3.参考となる具体的記載事例 

ここでは「第 23 回（令和元年度）環境コミュニケーション大賞」（環境省と一般財団法人地球・人間環境

フォーラムの共催）にて、優れた環境報告として表彰された数社の環境報告書より、経営責任者の環境課

題へのコミットメント部分の要旨を紹介します。 

 

・環境報告大賞：「コニカミノルタ CSR レポート 2019」トップコミットメント 

「環境問題に正面から向き合っていくために、2050 年からの逆算思考による長期環境ビジョン『エコ

ビジョン 2050』を策定し、カーボンマイナスを目標とした。当社自身の CO2 排出削減とともに、当社の

技術やノウハウ、知見をお取引先やお客様と共有し、そこでの CO2 排出削減に貢献することで、自

社の排出量を上回る CO2 削減を目指す」 

 

・気候変動報告大賞：「丸井グループ 共創経営レポート 2019」社長メッセージ 

「これまで進めてきた環境、社会、ガバナンスへの取り組みを本格的なサステナビリティ経営へと進化
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させるために『VISION BOOK 2050』を取りまとめた。その中で『将来世代』を新たなステークホルダー

と位置づけ、豊かで美しい地球環境や資源を将来世代につないでいくことを自らの倫理的責任とし

た」 

 

・環境報告優秀賞：「太平洋セメント CSR レポート 2019」トップコミットメント 

「①災害防止、②温室効果ガス排出抑制、③ダイバーシティの 3 分野に定量目標を定め、『CSR 目

標 2025』においても引き続き推進する。温室効果ガス排出抑制については、成長戦略の一つとして

CO2 回収などの新技術の開発を進め、2050 年にセメント生産における CO2 排出削減 80％を長期的

なゴールとする」 
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第 2 章 ガバナンス 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

ガバナンスとは「統治・支配・管理」を意味する言葉です。主に、「コーポレートガバナンス」という意味合

いで使われることが多く、健全な企業経営を行うための管理体制の構築や、企業の内部統治を指します。

持続可能な社会への移行は長期間にわたるため、その間、事業者が、重要な環境課題に対し、組織とし

て適切な対応を一貫して継続しようとすれば、健全なガバナンス体制の存在が不可欠と考えられていま

す。よって、環境情報開示においても事業者のガバナンス体制等の開示が求められます。 

 

記載すべき事項 

○事業者のガバナンス体制 

○重要な環境課題の管理責任者 

○重要な環境課題の管理における取締役会及び経営業務執行組織の役割 

 

2.建設業として記載すべき項目 

取締役会が、どのように重要な環境課題とそれに起因するリスク・機会を認識し、対応しているか、又は

しようとしているかについて、説明/開示することが求められています。 

企業はすでに何らかのガバナンス体制を整えており、コーポレートガバナンスに関する事業者の組織

体制についての説明/開示を行っています。環境情報開示においては、そのガバナンス体制のなかで、

重要な環境課題がどのように扱われているかの説明が求められます。具体的には、 

・事業者の環境課題全般を統括する、もっとも上位の責任者を記載する 

・取締役会が、重要な環境課題の管理権限を環境委員会（CSR 委員会、ESG 委員会、サステナビリ

ティ委員会等を含む）に委譲している場合、又は重要な環境課題を環境マネジメントシステムの仕組

みの中で管理しているような場合には、その旨と取締役会が環境委員会や環境マネジメントシステム

の責任者から重要な環境課題の管理についての情報提供を受けているかどうかを記載する、 

などです。 

ガバナンス体制は、建設業として標準的なものはなく個社固有のものです。環境省ガイドライン及び解

説書を参照し、自社のガバナンス体制等を記載して下さい 

 

3.参考となる具体的記載事例 

ここでは「第 23 回（令和元年度）環境コミュニケーション大賞」（環境省と一般財団法人地球・人間環境

フォーラムの共催）にて、環境と事業戦略の連動性を進めていることが体制・ガバナンス状況から読み取

れるとして、環境報告大賞を受賞したコニカミノルタ株式会社の「環境報告書 2019」より、ガバナンスに関

する記述内容を紹介します。 
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「代表執行役社長」が、環境マネジメント全体を統括しています。 

コニカミノルタでは、代表執行役社長が環境マネジメント全体についての最高責任と権限を有し、環境

マネジメントの有効性について説明責任を担っています。代表執行役社長のもと、取締役会で任命され

た環境を担当する執行役（グループサステナビリティ責任者）が環境マネジメントを推進しています。環境

を担当する執行役は、環境マネジメントにおける進捗状況や課題について、定期的に監査委員会に報告

しています。 

また、グループ全体の環境目標実施計画を推進する機関として、サステナビリティ部門長が主催する

「グループサステナビリティ推進会議」を設置しています。同会議は、各基幹部門のサステナビリティ推進

責任者が参加し、グループ中期環境計画、年度目標実施計画の審議を行います。また、四半期ごとの進

捗状況の確認やグループの環境課題に関する検討を行います。 

 

コニカミノルタのグループ環境マネジメント体制 
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このほかに、海外の不動産会社 Dexuｓ社、Landsec 社も以下のように、取締役会や経営層の気候変動

への対応における役割等について説明しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：不動産分野 TCFD 対応ガイダンス（令和 3 年 3 月：国土交通省） 
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第 3 章 ステークホルダーエンゲージメントの状況 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

事業者は、重要な環境課題への対応に影響を与えるステークホルダーと良好な関係を築き、重要な環

境課題の特定や対応方針の決定・実行プロセスを円滑に進めるために、様々な連携や対話を行っていま

す。これらの活動のことを環境情報開示ではステークホルダーエンゲージメントと言います。ステークホル

ダーエンゲージメントの実施状況について情報開示することは、事業者がステークホルダーの意向にどの

ように配慮しているかを示す有効な手法であり、開示すべき環境情報の 1 つとされています。 

 

記載すべき事項 

○ステークホルダーへの対応方針 

○実施したステークホルダーエンゲージメントの概要 

 

2.建設業として記載すべき項目 

ステークホルダーとは事業者との間に何らかの利害関係を有するか、事業者の事業に関心のある個人

又はグループです。建設業におけるステークホルダーとしては、発注者、経団連等の業団体、投資家、サ

プライヤーとしての資材メーカーや商社、専門工事業者（協力会社）、副産物処理業者、社員/従業員、

学生（将来の社員）、地域社会、NGO/NPO、などがあります。 

ステークホルダーエンゲージメントは、事業者がステークホルダーのことをよく理解し、ステークホルダ

ーとその関心事を事業活動と意思決定プロセスに組み込む組織的な試みであり、事業者が単独で実施

する場合やステークホルダーと協働して実施する場合等、多様な行動形態を含んでいます。建設業固有

のステークホルダーと建設業の環境関連で想定されるエンゲージメントを、以下に例示します。 

 

ステークホルダー エンゲージメントの例 

発注者 環境配慮の提案（低炭素建築物、生物多様性を考慮したランドスケープな
ど） 

投資家 投資家向け現場見学会 

資材メーカーや商
社 

主要取引業者の安全環境部会との定期打ち合わせ・情報交換 
「調達基本方針」「お取引先へのお願い事項」に Link する QR コード。 
グリーン調達への協力依頼 

専門工事業者（協
力会社） 

主要取引業者との定期打合わせ、合同パトロールの実施 
協力会活動を通じた地球環境課題の解決に向けた取組み（省燃費運転、
廃棄物分別活動、環境美化活動など） 

副産物処理業者 産廃業者との意見交換会 
産廃の３R に関する連携 

地域社会 工事説明会、現場見学会の開催、地域の学校への環境教育の提供 
社会貢献活動の実施 
近隣協定 
行政との事前協定に基づく災害時支援、日建連を通じた緊急復旧 

NGO/NPO NGO・NPO などとのパートナーシップによって環境への取組みを推進 
社会貢献活動の一環で NGO、NPO と協働 
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ステークホルダーエンゲージメントは、環境関連部分を他と切り離して開示するものではありません。上

記のエンゲージメント事例を参考に、自社が行っているステークホルダーエンゲージメント開示のなかに

環境関連事項についても併せて記載してください。 

 

3.参考となる具体的記載事例 

 会員企業の記載事例として、ステークホルダーとの関わり（活動）を次のようにまとめて、代表的な活動

事例とともにホームページに掲載しています。 

ステークホルダー 主な活動 説明 

お客様 営業活動 お客様のニーズを的確に捉えるだけにとどまらず、お

客様の期待を超える価値を提供 

お客様満足度アン

ケート 

建物竣工 3 ヶ月後と 2 年後にお客様のもとに直接出

向き、ヒアリングを実施 

ウェブサイト 随時タイムリーな情報を提供 

株主・投資家 株主総会 毎年 6 月に実施 

決算説明会 アナリストを対象に今後の見通し等を説明 

IR イベント 日本・海外において、現場や技術研究所等の見学会

を実施 

海外機関投資家

向けミーティング 

欧州・米国・アジアの機関投資家とミーティングを実施 

従業員 社内報 毎月発行 

社長懇話会 毎年国内外で社長と社員が直接対話 

組合活動 労使関係・労働環境について協議 

家族の日イベント 従業員家族との懇親を広めるイベントを実施 

調達先 協力会社会 協力会社会、全国 12 支部 

後継者育成研修 次世代の担い手確保の取組み 

地域社会住民 工事住民説明会 工事開始前に工事内容を詳細に説明 

現場見学会 工事の進捗状況の報告 

社会貢献活動 地域のイベント、ボランティアに積極的に参加 

行政 BCP 対応 緊急時、行政の要請に応じて迅速に対応 

外部団体 NPO、NGO との協

働活動 

社会問題について協働して解決 
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もう一例ご紹介します。ステークホルダーと主なエンゲージメント手段について、次のようにまとめてホー

ムページに掲載しています。 

ステークホルダーに対して 主なエンゲージメント手段、詳細 
お客様 
 品質マネジメントシステムに基づいた一貫した品質管

理により、お客様に満足される良質な建設物・サービ
スを提供します。 

 お客様のさまざまなニーズに応える先進技術の開発
に取り組み、ソリューションを提供します。 

 災害時の BCP（事業継続計画）策定から復旧工事ま
でサポートします。 

 
営業活動 
建設物の定期検診 
お客様満足度アンケート 
ウェブサイト 
「コーポレートレポート」の発行 
「顧客情報に関するガイドライン」による管
理 

株主・投資家 
 実効性のあるコーポレートガバナンス体制を構築し、

経営の透明性、健全性を高め持続的な成長と中長期
的な企業価値の向上をめざします。 

 長期にわたり安定した配当を維持することを第一に、
財務体質の一層の改善や将来に備えた内部留保の
充実を勘案のうえ、業績に応じた利益還元に努めて
います。 

 事業に関する重要な情報を適時かつ公平に、広く開
示するとともに、建設的な対話を通じて十分な情報開
示に努め、より緊密なコミュニケーションの確保を図
っています。 

 
株主総会 
「コーポレートレポート」の発行、「コーポレ
ートガバナンス報告書」の開示 
決算に関する機関投資家およびアナリスト
説明会（年 2 回）、電話会議の開催 
機関投資家およびアナリストとの個別ミー
ティング、スモールミーティングの実施 
投資家カンファレスにおいて海外機関投資
家とのミーティングの実施 
海外 IR の実施（年 1 回） 
機関投資家およびアナリスト向けの現場見
学会の実施 

社員 
 人権や多様性を尊重し、それぞれの個性と能力を最

大限に活かして活躍できる仕事環境や制度の整備を
推進しています。 

 企業の成長は社員一人ひとりの力の総和によるもの
であるとの考え方から、各種教育プログラム等を通じ
て能力開発を支援しています。 

 安全と健康を守るため、快適な職場環境を形成する
とともに、心身の健康をサポートする体制を整えてい
ます。 

 
労使協議 
イントラネット 
企業倫理通報制度 
各種相談窓口の設置(メンタルヘルス、介
護相談など) 
各種研修の実施 
労働安全マネジメントシステム 
従業員満足度調査 

調達先 
 ともに成長発展するパートナーとして、公正な取引を

行うとともに、信頼関係の強化に努めています。 
 働く人の人権を尊重し、安全と健康を守るため快適な

就労環境の実現をめざしています。 

 
調達活動 
「CSR 調達ガイドライン」教育資料の配布 
「CSR 調達ガイドライン」アンケートの実施 
協力会社会との連携 

地域社会 
 良き企業市民として、持続可能な社会の実現をめざ

し、社会貢献活動への積極的な取り組みを進めてい
ます。 

 社員一人ひとりが高い倫理感を持って良識ある行動
を実践するとともに、主体的に社会貢献活動に参加
し地域社会の持続的な発展に寄与します。 

 
施設、建設現場の見学会 
里山活動、環境教育 
図書館の建設・寄贈 
企業実習生の受け入れ 
財団法人の奨学事業 
公正公平な納税 
マッチングギフトプログラム 
被災地支援 
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第 4 章 リスクマネジメント 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

重要な環境課題への対応に良好な実績を残していても、事業環境が大きく変化すれば、過去の実績

は必ずしも潜在的なリスクに対する管理能力の高さを示す指標になりません。潜在的な環境課題に対す

るリスク管理能力の存在を伝えるために、リスクマネジメント体制が有効に機能することを示す必要があり

ます。 

 

記載すべき事項 

○リスクの特定、評価及び対応方法 

○上記の方法の全社的なリスクマネジメントにおける位置付け 

 

2.建設業として記載すべき項目 

リスクマネジメントとは、重要な環境課題に関連する主なリスクを特定し、それを評価して、適切に対応

するためのシステマティックな組織行動とされています。そして、リスクの特定、評価および対応方法では、

事業者が重要な環境課題に関連するリスクをどのように特定、評価し、そのリスクに対してどのように対応

しているかの説明/開示が求められています。その際、リスクマネジメントの有効性評価をどのように行って

いるかについても説明されていることが期待されています。キーワードはリスクの「特定プロセス」「評価プ

ロセス」「対応プロセス」「有効性評価プロセス」です。 

環境省ガイドラインでは、リスクマネジメントを記載事項に指定していますが、この場合のリスクとは事業

上のリスク一般ではなく、重要な環境課題に関連するリスクです。建設業に係る重要な環境課題に関連

するリスクとしては、 

・持続可能な社会への移行に伴う事業環境の著しい変化によるリスク 

・大規模な自然災害、事故などの異常事態によってもたらされるリスク 

等が挙げられます。 

 一方で、企業は環境に限らず様々なリスクを取りながら事業活動を行っており、個社それぞれのリスクマ

ネジメント体制を有しています。環境に関連するリスクについてもこの全社的なリスクマネジメントの一部に

位置付けて説明/開示されることが望ましいとされています。リスクマネジメント体制は、建設業として標準

的なものはなく個社固有のものです。環境省ガイドライン及び解説書を参照し、自社のリスクマネジメント

体制等を記載して下さい。 
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3.参考となる具体的記載事例 

会員企業の記載事例では、有価証券報告書にリスク管理体制と、主なリスクの概要と対応策を開示し

ています。 

 

同社が開示している主なリスク 

（1）主に外部環境委の変化に

伴うリスク 

①建設市場の縮小リスク 

②建設資材価格及び労務単価の変動リスク 

③取引先の信用リスク 

④海外事業リスク 

⑤投資開発事業リスク 

⑥長期にわたる事業におけるリスク 

⑦投資有価証券の価格変動リスク 

⑧金利水準・為替相場の変動リスク 

⑨自然災害・感染症リスク 

⑩サイバーリスク 

⑪法令の新設・改廃等に係るリスク 

⑫長期的な気候変動リスク 

⑬退職給付債務に関わるリスク 

（2）主に業界特性・組織内部

に起因するリスク 

①重大事故や契約不適合等のリスク 

②個人情報・機密情報漏洩リスク 

③法令違反リスク 

④中長期的な担い手不足リスク 

 

  



16 

 

第 5 章 ビジネスモデル 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

業種や業態、事業規模、事業を営む国・地域等によって事業活動が環境に及ぼす影響の種類や大き

さが異なります。このため、ビジネスモデルを説明することで、事業者固有の環境課題と付帯するリスク・

機会が明確になり、情報の利用者は重要な環境課題への対応状況を理解しやすくなります。 

 

記載すべき事項 

 ○事業者のビジネスモデル 

 

2.建設業として記載すべき項目 

ビジネスモデルとは、組織の戦略目的を達成し、中長期に価値を創造することを目的とした、事業活動

を通じて、インプットをアウトプット及びアウトカムに変換するシステムです。中長期の価値創造のしくみと

は、一言でいうと「中長期にわたりどのようにして儲けようとしているのか」、企業の「強み」を活かしたお金

儲けのしくみです。事業者が、独自の差別化要因を事業上の競争力にして、長期間にわたって 製品や

サービスの販売から 持続的に価値創造し、それを保持する全体的な仕組みのことを指しています。 

環境情報開示は、事業者が持続可能な社会へ適応する中で重要な環境課題にどう対応するのかをス

テークホルダーに伝えることが役割ですが、そこにはビジネスモデルが密接に関係しています。建設業で

いえば、 

・低炭素社会への移行に伴う化石燃料の利用制限などにより自らの事業活動をどのように変えていくか 

・今後、収益力のある環境配慮製品（ZEB や再生エネルギー関連など）をどのように自社の収益機会と

するか 

等が挙げられます。ビジネスモデルは建設業として標準的なものはなく個社固有のものです。環境省ガイ

ドライン及び解説書を参照し、自社のビジネスモデルを記載して下さい。 

 

3.参考となる記載方法 

ビジネスモデルの説明に含む構成要素としては、 

①主要なインプット：財務資本（資金など）、製造資本（建物、設備、インフラなど）、知的資本（特許な

ど）、人的資本（従業員など） 

②主要な事業活動： 

③主要なアウトプット：実績（生産高、製造量など） 

④主要なアウトカム：社会・環境に与える影響（結果、成果） 

が挙げられます。特にアウトプットではなく、どのようなアウトカムを創造しているかの記述が重要となります。 
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出典：IIRC「国際統合報告フレームワーク日本語訳」（2014 年 3 月） 

 

説明をより効果的、読みやすいものにするためのポイントとして、 

・ビジネスモデルの主要な要素を明確に特定すること 

・主要な要素を強調するとともに、その組織にとっての関連性について明確な説明を付した図を添え

ること 

・組織固有の状況を反映し、論理的である説明的記述を行うこと 

・重要なステークホルダー、その他支えとするもの（例えば、原材料）、及び外部環境に影響を与える

重要な要因を特定すること 

・他の内容要素に適用される情報との結合性：戦略、リスクと機会、実績（KPI 及び費用抑制や収益な

どの財務的考慮を含む）など 

があります。ビジネスモデルの説明では、単に事実を解説するのではなく、投資家が「読みたくなる」、企

業の個性が表れるような言葉、考え方、ビジョンが重要です。 
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第 6 章 バリューチェーンマネジメント 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

環境省ガイドラインでは、バリューチェーンを 

「企業の事業活動に関連する付加価値の創出から消費に至る全ての過程における一連の経済主

体若しくは経済行動。原料採掘、調達、生産、販売、輸送、使用、廃棄等、事業活動に関連する一

連の行為と主体が含まれる。」 

と解説しています。 

気候変動、水資源、生物多様性などのように、重要な環境課題の特定に際して考慮する範囲（バウン

ダリー）がバリューチェーン全体に及ぶ場合には、その予防や対応に有効なバリューチェーンマネジメント

の仕組みが必要です。バリューチェーンマネジメントの仕組みを有している事業者は、その運用状況等に

ついて環境情報の 1 つとして開示します。 

 

記載すべき事項 

○バリューチェーンの概要 

○グリーン調達の方針、目標・実績 

○環境配慮製品・サービスの状況 

 

2.建設業として記載すべき項目 

バリューチェーンとは、自社の生産活動に加えて、原材料調達、加工、物流等を含む川上での活動と、

得意先における販売・サービスや最終消費者による使用・消費といった川下での活動から構成されます。

重要な環境課題（気候変動、資源循環、生物多様性）のそれぞれで配慮すべき範囲が自社の活動に留

まらず、バリューチェーン全体に及ぶ場合には、その予防や対応に有効なバリューチェーンマネジメント

の仕組みが必要となります。 

建設業におけるバリューチェーンの一例を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

2017 年度の物質フローによれば、日本の総物質投入量から、エネルギーと食料を除いた物質投入量

は、約 9.9 億ｔで、そのうち建設業が使う資材は 8 割を超えています。建設業のバリューチェーンマネジメ

ントの影響力が大きいとの認識が必要です。 
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建設業におけるバリューチェーンの上流側のマネジメントの開示事例として、 

・グリーン調達等の方針とその遵守を要請するサプライヤーの範囲（直接的・間接的な取引業者のど

こまでをカバーしているか）を設定し、その範囲を開示する。 

・何らかの目標を設定している場合は、設定した目標と運用実績を併記し、取組みの有効性を評価

する。目標を設定していない場合は運用実績を記載する。 

などが挙げられます。 

また、建設業におけるバリューチェーンの下流側のマネジメントの開示事例として、 

・環境配慮製品・サービスによる削減貢献量（環境配慮製品・サービスの利用段階における環境負

荷の削減量）を算定している場合には、その算定結果と併せて、指標の定義、算定方法、集計範囲

等の背景情報を具体的に記載する。 

・バリューチェーンの下流(得意先)から、グリーン調達方針の遵守や遵守状況に関する情報提供を

求められている場合は、それらへの対応方針や対応状況について開示する。 

などが挙げられます。 

 なお、建設業に特有の環境配慮製品・サービスとしては、省エネビル/省エネ改修、再生可能エネルギ

ー事業、水処理、土壌汚染/廃棄物対策、グリーンインフラ、生物多様性技術、低炭素建材、木質建築、

などが挙げられます。 

 

  

環境白書 2017 年度の物質フロー 
「国交省令和元年度  

主要建設資材需要見通し」より試算 
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3.参考となる具体的記載事例 

前田建設工業は、自社のバリューチェーンとその課題を図化し、ホームページにて開示しています。 
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また、いくつかのゼネコンは「環境関連の調達方針」や「調達実績」を自社のホームページにて開示し

ています。 

安藤ハザマが環境データ集にて開示しているグリーン調達実績を例示します。 
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第 7 章 長期ビジョン 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

持続可能な社会の実現に向けて、社会環境が次第に変化する中で、事業者が持続的に成長しようと

すれば、持続可能な社会に適合的なビジネスモデルの確立が必要です。重要な環境課題への対応は、

この長期間にわたるダイナミックな環境変化の過程で行われるため、事業者は長期ビジョンで将来的に

｢ありたい姿｣を示し、それを基点にして取組みの適切性を評価するとともに、その方向性についてステー

クホルダーの理解を得るために環境情報開示を活用することが期待されています。 

 

記載すべき事項 

○長期ビジョン 

○長期ビジョンの設定期間 

○その期間を選択した理由 

 

2.建設業として記載すべき項目 

長期ビジョンとは、事業者が組織全体で共有する事業者の将来像（ありたい姿）であり、重要な環境課

題に関する取組みの基本的な方向性を示す指針となるものとされています。 

環境情報開示の読み手である機関投資家が求めるのは持続的な成長が期待できる企業を見極めるこ

とですから、長期ビジョンの設定期間は、少なくとも 10 年間、可能な限り 2030 年から 2050 年までの期間

を展望できるように設定することが望ましいとされています。建設業は請負産業であるため、3 年程度の中

期計画は策定しても、10 年超の長期計画を定量的に策定することを苦手としています。そこで、長期的な

将来像を検討する際に、 

・日建連の長期ビジョン 

・国や自治体の長期戦略 

・将来にわたり会員企業の顧客となる国内の代表的な企業の長期ビジョン 

などが参考になります。 

 長期ビジョンは環境関連だけでなく事業活動全てに関わるものです。また、建設業として標準的なもの

はなく個社固有のものです。環境省ガイドライン及び解説書を参照し、自社の長期ビジョンを記載して下

さい。 

 

3.参考となる長期ビジョン例 

(1) 第五次環境基本計画 2018 年４月 環境省 

環境基本計画とは、環境基本法第 15 条に基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の

大綱等を定めたものです。 

第五次環境基本計画は、ＳＤＧｓ、パリ協定などの国際的な潮流と、環境課題が相互に連関・複雑化し

ている現状と課題認識をふまえ、「目指すべき社会の姿」を示し、イノベーションの創出、経済・社会的課

題との同時解決に向けた３つのアプローチを示しています。 
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（２）業団体 

2050 年を展望した経済界の長期温暖化対策の取組み 

会員企業・団体における「長期ビジョン」策定状況が、経団連の HP にて公開されている。 

 

 (４)2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（2020 年 12 月 成長戦略会議、経産省ほか） 

(3)業界団体、企業の長期計画 

 

 

(2) 経団連 

国際的潮流や、環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮している企業を重

視・選別する「ESG 投資」が拡大していく動きを受け、経団連は、2018 年 10 月、会員企業・団体に、「長

期ビジョン」の策定に向けた検討と情報提供を呼びかけました。 

2050 年を展望した長期温暖化対策の取組みに関する会員企業・団体における「長期ビジョン」策定状

況が、経団連の HP にて公開されています。 

https://www.keidanren.or.jp/policy/2019/001.html 

また、経団連は、環境・経済・社会の統合的向上である SDGs の達成に向けて、革新技術を最大限活

用することにより経済発展と社会的課題の解決の両立するコンセプト「Society 5.0」を提案しています。 

 

(3) 建設業の長期ビジョン 

 国土交通省は、2014 年 7 月に「国土のグランドデザイン 2050」を発表しました。日建連は、2014 年度

を「健全な建設産業の発展」を図るスタートの年と位置づけ、たくましい建設業再生の決意を内外に示し、

未来型の産業構造への進化の道筋を示すものとして、「再生と進化に向けて－建設業の長期ビジョン－」

を作成しました。デフレ不況がもたらした諸々の歪みを解消し、元請企業のみならず、協力会社や技能労

働者も含め、若者や女性にとっても、魅力あふれる健全な産業となるための活動の展開が示されていま
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す。環境分野については、気候変動による災害列島の管理のあり方を含めた 2050 年に向けた国土の強

靭化や建物の CO2 対策・省エネ対策と建設生産システムの合理化について言及していますが、前述の

国際的潮流を受け、特に脱炭素化の目標についての見直しが必要となりました。 

建設業の長期ビジョンは、「脱炭素社会、循環型社会、自然共生社会の実現」であり、環境省の第五次

環境基本計画の方向性と共通するものと考えています。そして、具体化のために建設業の自主行動計画

第７版では、建設業のステークホルダーである地域経済（自治体）・産業の脱炭素社会・循環経済への円

滑な転換を図るために、業界内外のステークホルダーとの連携が必要な横断的な取組みを検討すること

といたしました。 

 各社はその事業モデルに沿った長期ビジョンを策定する必要がありますが、その方向性は、国内産業

の長期ビジョン（経団連の HP）や主な環境関連行政・関連団体の動き（下表）が参考となるため、日建連

の HP にて情報提供をしていきます。また、カーボンニュートラルに向けて早急に整備が必要となるエネル

ギーインフラや民間建築の環境仕様（規制基準）など、その戦略としての転換シナリオを検討していく予

定です。 

主な環境関連行政・関連団体の動き（建設業の環境自主行動計画より） 
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第 8 章 戦略 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

長期ビジョンを実現するためには、長期間にわたり全社的に一貫した方向性で、取組みを進めることが

不可欠です。環境情報の 1 つとして、事業者が策定した持続可能な社会の実現に向けた事業戦略を開

示します。 

 

記載すべき事項 

 ○持続可能な社会の実現に向けた事業者の事業戦略 

 

2.建設業として記載すべき項目 

ここで求められている「戦略」は前述の個社の「長期ビジョン」を実現するための戦略です。長期ビジョン

が「ありたい姿」であるのに対し、戦略はそのために「何を行うか」です。これも長期ビジョンと同様に建設

業として標準的なものはなく個社固有のものです。 

記載にあたっては、 

・何をするのか（what） 

・どのように行うのか（how） 

・その理由（why） 

・戦略の達成度を評価するための実績評価指標（KPI） 

の開示が望ましいとされています。 

 

なお、環境省ガイドラインの要請範囲（ガイドラインでは事業戦略そのものを記載すべき事項としている）

を超えていますが、戦略情報の開示を要請する報告指針の 1 つに、「TCFD（気候関連財務情報開示タ

スクフォース）の最終報告書」があります。TCFD 最終報告書の「戦略」では、気候変動に関連するリスク・

機会が事業者の事業戦略に与える影響やレジリエンス（リスク・機会に対する事業戦略の強靱性・弾力性）

の開示を求めています。具体的には、①地球の気温上昇を２℃未満に抑えた場合、４℃とした場合など

の複数のシナリオ（社会予測）に基づいて、②自社の気候関連リスク・機会を評価し、③経営戦略・リスク

管理への反映と、④その財務上の影響の定量的な把握と開示、です。TCFD の特徴はこの「シナリオ分

析」を求める点です。このシナリオ分析そのものは手間と費用が掛かるものであり、詳細については

「TCFD を活用した経営戦略立案のススメ ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド～」

（環境省）等を参照してください。 
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3.参考となる具体的記載事例 

建設業におけるシナリオ分析の結果はある程度業界共通であるため、次項に代表的な気候変動シナリ

オと、先行して情報開示を行った会員企業のシナリオ分析結果を転載します。 

 

「代表的な気候変動シナリオ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：不動産分野 TCFD 対応ガイダンス（令和 3 年 3 月：国土交通省） 
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「鹿島のシナリオ分析、リスクと機会、対応策」 

 

 「2020 鹿島統合報告書」より 
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「清水のシナリオ分析、リスクと機会、対応策」 

 

「シミズ コーポレートレポート 2020」より 
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第 9 章 重要な環境課題の特定方法 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

事業者は、事業活動が直接的・間接的に環境に与える影響の中から、自らの判断に基づいて重要性

の高い環境課題を特定し、その対応に取り組んでいます。事業者の判断が妥当かどうかをステークホル

ダーが評価するため、環境情報開示では、事業者が重要な環境課題をどのような方法で特定したかにつ

いて、分かりやすく説明することが求められています。 

 

記載すべき事項 

○事業者が重要な環境課題を特定した際の手順 

○特定した重要な環境課題のリスト 

○特定した環境課題を重要であると判断した理由 

○重要な環境課題のバウンダリー 

 

2.建設業として記載すべき項目 

環境省ガイドラインでは、重要な環境課題の特定を「マテリアリティ（重要性）」判断と呼んでいます。近

年、各企業が持続的に自社の企業価値を向上させるための重要課題（マテリアリティ）の特定を進めてい

ます。後者のマテリアリティは環境以外の課題を含む総括的なものですが、環境課題が経営戦略と一体

となり統合報告書の形で開示されることが主流となるなか、日建連としても、後者のマテリアリティの特定を

もって重要な環境課題の特定と考えます。 

マテリアリティの特定に当たっては ESG の各分野において SDGｓと関連づけて自社の事業・取組みを

集約・整理して課題を抽出するとの手順が採られるケースがあります。建設業におけるマテリアリティの参

考事例として、会員企業が SDGｓ達成に資する取組みとして社外開示している事例を下表に示します。 

 

レポート・WEB での開示事例数 ESG 項目での分類 

（調査対象：日建連環境経営部会所属の 16 社） 

ESG 中項目 件数 

E 

177 

   

建物の省エネルギー及び CO2 削減 21 

再生可能エネルギー 26 

施工時 CO2 削減 9 

温暖化への適応策 1 

生物多様性への影響低減 21 

汚染防止 14 

廃棄物削減・リサイクル率向上 16 

環境事故防止 1 

サプライチェーンマネジメント 9 

持続可能な街づくり・社会システムの構築 26 

最適品質・顧客満足 33 

S 

164 

ワーク・ライフ・バランス 23 

安全衛生 22 
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ダイバーシティ・人権 20 

人材育成・確保 16 

担い手確保 15 

サプライチェーンマネジメント 14 

パートナーシップの強化 6 

ステークホルダーとのコミュニケーション 3 

社会貢献一般 35 

文化的社会貢献 6 

環境社会貢献 4 

G 

54 

コーポレート・ガバナンス 21 

コンプライアンス 17 

リスクマネジメント 14 

公正な企業活動 2 

 

レポート・WEB での開示事例数 SDGs17 ゴールでの分類 

（調査対象：日建連環境経営部会所属の 16 社） 

 

 

貧困 飢餓 健康 教育 
ｼﾞｪﾝﾀﾞ

ｰ 
水 ｴﾈﾙｷﾞｰ 雇用 技術 

5 2 42 59 41 15 58 87 118 

 

 

平等 都市 
製造廃

棄 
気候 海 陸 平和 協働 

27 81 78 72 34 47 43 79 

 

マテリアリティを特定した後、経営計画のなかにマテリアリティを組み込み、それぞれのマテリアリティを

実現するためのアクションプラン（事業施策）とKPIを設定し、その進捗状況を開示することが望まれます。 
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3.参考となる具体的記載事例 

 

大林組グループのマテリアリティとアクションプラン、KPI の開示事例 
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第 10 章 事業者の重要な環境課題 

 

1.環境省ガイドラインが求める記載事項 

事業者は、自らの判断に基づいて、特定した事業者の重要な環境課題ごとに、次の記載すべき事項を

環境情報として開示することが求められています。 

 

記載すべき事項 

○取組方針・行動計画 

○実績評価指標による取組目標と取組実績 

○実績評価指標の算定方法 

○実績評価指標の集計範囲 

○リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 

○記載すべき事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 

 

2.建設業として記載すべき項目 

取組方針とは、特定した重要な環境課題について、どのように取り組むのか方針であり、事業活動にお

ける取組みのよりどころとなります。そして取組方針の制定後、それを実行するための行動計画を策定し

ます。環境省ガイドラインでは、方針や計画に対する進捗状況をどのように評価したのかを、指標を用い

て開示することを求めています。 

開示する指標については各社に任されていますが、環境省ガイドラインで例示されたもののうち、以下

の 5 項目は、建設業においても関連が強く、多くの企業ですでに取り組んでいる項目であることから、本

ガイドラインにおいても掲載すべき指標としました。 

主な評価指標： 

(1)気候変動 

(2)水資源 

(3)生物多様性 

(4)資源循環 

(5)汚染予防 

 

3.報告の範囲（バウンダリー） 

建設業では、複数の企業で特定建設工事共同企業体（特定 JV）を構成し、1 つの建設工事を施工す

るケースがあります。また、1 つの建設工事においても、元請と下請（協力会社）が一体となって生産活動

を行うという他業種では見られない特徴を有しています。そのため、個別工事単位
．．．．．．

の報告範囲について、

日建連では以下を基本としています。 

①特定 JV 工事について、スポンサー会社が代表して当該工事全体を自社の報告範囲とする。ただし

乙型 JV 工事では、各社の責任範囲が明確に区分できるため、それぞれの責任範囲を自社の報告
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範囲とする。 

②元請と下請（協力会社）では、元請がその工事を代表して当該工事全体を自社の報告範囲とする。

例えば CO2排出量について、協力会社が持ち込んだ建設機械が排出する CO2も元請排出量として

集計する。 

日建連が上記を基本とするのは、当該工事の施工計画の最終責任は JV スポンサー企業や元請にあ

り、環境負荷低減の工夫もこの JV スポンサー企業や元請に拠るところが大きいと考えるからです。 

ただし、JV サブや協力会社であっても環境負荷低減活動を行っています。環境情報開示の目的が「個

社の環境への取組みを適正に評価してもらい企業価値を高める」であることを踏まえると、個社が JV サブ

や下請工事分も含めて自社の事業活動全てについて情報開示を行うことは、ステークホルダー（特に機

関投資家）が望んでいる事でもあります。日建連の上記の基本は、これら個社の情報開示を抑止するもの

ではありません。JVサブや下請工事分についてはその旨を明示した上で、積極的な情報開示を検討して

ください。 

 

上記のように、日建連では、個別工事は JV スポンサー会社が当該工事全体の評価指標を報告範囲と

することを基本としていますが、個社全体
．．．．

の評価指標については自社の事業活動全体を網羅する必要が

あります。よって、単独工事については当該工事の全体を、JV 工事に関してはスポンサー/サブに関わり

なく当該工事の JV シェア分を、また、下請（協力会社）として参画した工事については担当施工分を集計

したものが個社全体の報告範囲となります。JV サブや下請で参画した工事について各種環境データの

把握が困難な場合が考えられますが、その場合は、各種環境データが把握できる範囲で個社の排出原

単位（例えば、施工高 1 億円あたりの CO2 排出量：ｔ-CO2/億円）を算出し、これに全社の施工高を乗じ

て、個社全体の評価指標を算出してください。 

 

【企業グループの報告範囲について】 

企業グループの扱いについては、建設業に特化したものではないため、本ガイドラインでは解説を省

略します。企業グループとしての報告範囲（組織境界の設定方法）の考え方については、「サプライチェ

ーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.3）」において、「出資比率基準」、

「支配力基準」を用いる方法が説明されていますので、そちらを参照ください。一般的にどちらの基準でも

対象に含む連結対象事業者を組織境界に含むとしています。 
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(1)気候変動 

1）環境省ガイドラインが求める記載事項 

気候変動は地球規模で経済と社会システムに壊滅的な影響を及ぼす危険性があり、世界的に脱炭素

社会への早期移行が大きな社会課題になっています。事業活動は何らかの形で化石燃料に依存するの

で、その依存状況・程度と脱炭素化への取組み内容を開示することが事業者に求められています。 

開示が求められる項目は 

・温室効果ガス排出： スコープ１排出量、スコープ２排出量、スコープ３排出量 

・原単位： 温室効果ガス排出原単位 

・エネルギー使用： エネルギー使用量の内訳及び総エネルギー使用量、 

総エネルギー使用量に占める再生可能エネルギー使用量の割合 

等です。 

 

2)スコープ 1、2、3 とは 

温室効果ガス（GHG）排出量の区分については、GHG プロトコルという事実上の世界標準に基づきま

す。GHG プロトコルでは、自社排出分をスコープ 1 とスコープ 2 に、スコープ 1・スコープ 2 以外の自社事

業のサプライチェーンからの排出分をスコープ 3 と定義しています。 

スコープ 1：自社事業から直接的に排出される GHG 排出量。建設業では現場での化石燃料由来の

CO2、自社使用オフィスや研究施設等からの化石燃料由来の CO2 等が該当します。 

スコープ 2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴い間接的に排出される GHG 排出量。建設

業では、現場やオフィス、研究施設等が消費する電力の発電に伴う CO2 や、地域熱供給

等から供給される熱の生成に伴う CO2 等が該当します。 

スコープ 3：その他の間接的な GHG 排出量。建設業では、建設資材の製造時 CO2、建設した建物の

運用時 CO2、社員の通勤や出張に伴う CO2 等が該当します。 
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3）日建連におけるスコープ 1、2 の集計 

日建連では、毎年、会員企業に対しスコープ 1、2 についての CO2排出量調査を実施しています（2019

年度調査への参加会社数 52 社）。この調査の対象範囲、および調査方法は以下のとおりです。 

①調査期間 

毎年、2 か月間（原則、11 月と 12 月）のサンプリング調査 

②調査対象現場 

各社とも数 10 現場のサンプリング調査 

③調査対象エネルギー：電力、灯油、軽油、重油 

現場事務所および現場敷地内で使用される電力、灯油のほか、現場内重機・車両・船舶・仮設

機器の燃料、および残土・建設副産物搬送車両の燃料 

 

④調査方法 

排出量原単位調査 ： 

（現場敷地内で使用されたエネルギー） 

・実使用量が直接計測可能なエネルギー（例：電気使用量）についてはその実数 

・実使用量の把握が難しい重機燃料については、重機種類ごとの延べ稼働時間 

（残土・建設副産物搬送車両の燃料） 

・運搬延べ台数×現場から処理施設までの運搬距離 

削減活動実施率調査 ：各工事での CO2 削減活動の実施状況（達成度）を把握 

⑤集計方法 

上記④にて把握した電力、灯油、軽油、重油の使用量に、当該エネルギーCO2 排出係数乗じて、

調査期間中の CO2 排出量を算定。 

調査期間中の CO2 排出量÷調査期間中施工高 にて排出量原単位を集計 

 

具体的な調査方法については、日建連温暖化対策部会までお問い合わせください。 
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【残土や建設副産物運搬について】 

日建連の CO2 排出量調査では、残土・建設副産物搬送車両の燃料由来の CO2 を集計対象として

いますが、これらは GHG プロトコルではスコープ 3 カテゴリ 5 に該当します。よって、上記の CO2 排出

量をスコープ 1 ではなく、スコープ 3 として計上することも可能です。 

 

4）スコープ 3 について 

スコープ 3 とは、自社事業のサプライチェーンの全ての工程から排出される CO2 のうち、スコープ 1・2

以外の全てとなります。GHG プロトコルでは、スコープ 3 を 15 のカテゴリに分類しています。 

 

※1 Scope3 基準及び基本ガイドラインでは、輸送を任意算定対象としています。  

※2 Scope3 基準及び基本ガイドラインでは、輸送を算定対象外としていますが、算定頂いても構いません。 

出典：サプライチェーン排出量算定の考え方 パンフレット 環境省 

(http://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/supply_chain_201711_all.pdf) 

 

①スコープ 3 の算定対象 

各種のガイドラインでは、原則として、全てのカテゴリ、全ての活動について排出量算定を推奨して

います。しかし一方で、一定の基準を満たした場合に、カテゴリそのものの除外やカテゴリ内で算定対

象を限定することも認めています。その基準例は以下のとおりです。 
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スコープ 3 については、カテゴリ区分は明確に定められていますが、各カテゴリで何を算定し情報開

示するかについては事業者にゆだねられています。企業にとって環境情報開示は、単なる統計資料の

開示ではなく、自社の環境への取組み方針や取組み成果をステークホルダーにアピールする手段で

もあります。環境情報開示にそのような目的があるために企業には、その企業にとって重要な環境デー

タに関する「将来目標」の設定、「目標に向けた達成度合の開示」が求められています。 

あるカテゴリのなかに、自社が排出削減に影響を及ぼすこと（削減努力）が可能な項目と、影響が小

さい（自社の努力では削減できない）項目があった場合、その 2 つの合計値のみを開示するだけでは、

自社として設定できる目標値は消極的なものと映ってしまい、削減成果も（最大限の成果が発揮された

としても）小さな数値に留まってしまいます。その場合、開示対象を自社が排出削減に影響を及ぼし得

る項目に限定する、あるいは、合計値とともにその内訳についても開示し、削減目標値の対象は当該

カテゴリの一部であることを明記するなどの工夫も必要になります。いずれの場合も開示対象について

の説明が不可欠となります。 

 

②排出量の算定方法 

各カテゴリの排出量の算定方法には以下の 2 種があります。 

ａ：関係する取引先から排出量の提供を受ける方法（一次データを利用する方法） 

・取引先から「＠＠年度の貴社向け生産に係る総排出量は**トンでした」のような報告を受ける。 

ｂ：「排出量＝活動量×排出原単位」という算定式を用いる方法 

・活動量は自社で収集 

・排出原単位は外部データベースや取引先から得る 

現時点ではスコープ 3 の全てを取引先からデータ収集する a の方法は現実的でなく、ｂ：「排出量＝

活動量×排出原単位」という算定式を用いるのが一般的です。ただし、特別な調達を行なったため該

当する排出原単位が得られない場合などは、a の方法（一次データを利用する）と組み合わせて算定

することとなります。a の方法は、個別サプライヤーの削減努力が直接、自社のスコープ 3 に反映される

ので、環境調達方針の成果の数値化等に有効な手段となります。 
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 ｂの方法を採った場合、どのような排出原単位を使うか、が重要になってきます。排出原単位の考え

方や使い方、複数あるデータベースの詳細については、環境省が提供する Web サイト 環境省「グリー

ン・バリューチェーンプラットフォーム」(http://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/)に掲

載されていますので、参照してください。 

 

③建設業にとって重要なカテゴリ 

スコープ 3 の 15 カテゴリのうち、排出量が大きいのは、「カテゴリ 1（主要資材の製造時 CO2）」「カテ

ゴリ 11（建物運用時 CO2）」です。また、建設業特有で各社の削減努力が反映されやすいのは「カテゴ

リ 5（主要建設副産物の処理時 CO2）」「カテゴリ 12（建物の将来解体時 CO2）」です。この 4 カテゴリに

ついはステークホルダーの関心も高いと推察されることから、集計の考え方を以下に整理します。 

 

④カテゴリ 1（主要資材の製造時 CO2）について 

建材の製造時 CO2 は、何を作るか（＝受注した工事内容）に大きく依存しますが、同種の資材でもよ

り低炭素な資材を選択するなど、設計変更や資材調達の工夫で削減可能な項目でもあります。また、

建設業が大量の資材を消費する産業であることから、カテゴリ 1 の情報開示は重要です。 

日建連環境経営部会メンバー企業が情報開示している建設資材には以下のものがあります。 

各社が使用する資材の全ての使用量を把握し、製造時 CO2 を集計することは現実的ではありません。

各社の状況を勘案して、各社として使用量が多いもの、使用量の把握が可能なもの（可能な区分）につ

いて、情報開示を行います。対象資材の選定は各社判断に委ねますが、使用量が多い「鉄」「セメント」

「砕石」は日建連として開示を推奨いたします。開示に当たっては、集計対象とした資材を明記してくだ

さい。 

 

各資材の製造時 CO2 の排出原単位については、 

・「環境省 サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定の為の排出原単位デー

タベース Ver.3.1」 

サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定を行うために必要となる排

出原単位を整備したもの。スコープ 1,2、スコープ 3 の各カテゴリの原単位が掲載されてい

る。カテゴリ 1 の使い方については次のように記載されている。 

 

 

砂利・採石、砕石、合板、プラスチック製品、その他の化学最終製品、その他のゴム製品、板

ガラス・安全ガラス、セメント、生コンクリート、セメント製品、その他の建設用土石製品、粗鉄

（転炉）、粗鉄（電気炉）、熱間厚延鋼材、鋼管、鋳鉄管、鉄鋼シャースリット業、その他

の鉄鋼製品、電線・ケーブル、アルミ圧延製品、製材、その他の土木建設、その他の木製品、

気照明器具、その他の電気機械器具 
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・「日本建築学会 (2013)：建物の LCA 指針-温暖化・資源消費・廃棄物対策のための評価ツール

- 改訂版」 

日本建築学会が、設計初期段階において設計者が自ら評価することを想定して、建物

のライフサイクルにおけるCO2，NOX，SOX，廃棄物の発生量，および一次エネルギー・資源

の消費量を評価する手法をまとめたもの。建築資材の環境負荷原単位が掲載されている。 

 

・「一般社団法人セメント協会：セメントの LCI データの概要」 

セメント協会が取りまとめた、セメント品種別（ポルトランドセメント、高炉セメント B 種、フラ

イアッシュセメント B 種）のインベントリデータ一覧表。製造時エネルギー、原料、添加材、

環境負荷物質（CO2 を含む）のセメント 1kg あたりの原単位が掲載されている。 

 

等を参考に、各社の使用量把握方法と合致した原単位を選定し計算してください。 

 

同種の建材であっても、製造時 CO2 の小さい低炭素資材が開発され公的なデータベースに原単位

が掲載されている場合があります。更に各社が独自に開発した新資材を使う場合もあります。それぞれ

の使用量が把握できるのであれば、各社の環境への取組みのアピールに繋がるため、是非個別集計

とデータ開示に取り組んでください。製造時 CO2 原単位の異なる資材を区分して集計する際の計算式

は、 

建材の製造時 CO2 の合計＝普通材使用量×当該資材の原単位 

 ＋ 低炭素資材使用量×当該資材の原単位 

 ＋ 新素材使用量×各社にて設定した原単位   となります。 

 

カテゴリ 1（主要資材の製造時 CO2）には、建設資材の素材製造時 CO2 に加えて、現場以外で行わ

れるプレキャストコンクリート製造や鉄骨加工に由来する加工時 CO2も含まれます。ただし、公的データ

ベースに排出原単位が掲載されたものが少ないため、開示対象外とすることも可能です。一方で、加

工時 CO2 削減に取り組んだ際には、加工 CO2 削減量を個別に開示してその取組みをアピールしてく

ださい。 

 

⑥カテゴリ 11（建物運用時 CO2）について 

わが国の総 CO2 排出量のうち、住宅・建築物の運用時 CO2 は 3 割程度を占めており、カテゴリ 11

（建物運用時 CO2）の削減は、広く国民の関心事でもあります。 

建設業の製造物には「土木構造物」「建築物（新築、増築）」「建築物（改修）」などがあり、運用時

CO2 の多寡を左右する設計についても「自社設計」「他社設計」があります。これらの建物運用時 CO2

の算定の観点からの特徴（留意点）は以下のとおりです。 
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製造物の種類 運用時 CO2 の観点からの特徴（留意点） 

土木構造物 道路、ダム等の運用時 CO2 の算定ルールが未整備 

建築物（新築、増築） 耐用年数が⾧く、途中の設備改修にて環境性能（CO2 排出原

単位）が改善されることが多い 

建築物（改修） 工事内容によっては、改修後の環境性能（CO2 排出原単位）

の把握が困難 

自社設計 自社の CO2 削減努力の余地が大きい 

他社設計 自社の CO2 削減努力の余地が小さい 

 

日建連環境経営部会メンバー企業では、建物運用時 CO2 の使用年数を各社で独自に設定（新築

であれば 30 年、50 年、60 年の設定が多く、また建物用途別に年数を設定している企業もある）し、算

出期間全体の CO2 量を当該建物の竣工年度に一括して計上しています。そのため、カテゴリ 11 につ

いては、 

・その年度の CO2 排出量そのものではない 

・年度の竣工建物の量（規模）により数値が変動する 

・設定した使用年数は実際の建物の存続期間とは異なる 

等の留意すべき項目があります。しかしながら、竣工引き渡し後の建物の各年度の運用 CO2 を施工業

者がモニタリングすることは現実的でないため、建物運用期間を設定して、運用期間全体の CO2 排出

量を当該建物の竣工年度に一括して計上してください。 

集計対象を自社の CO2 削減努力の余地が大きい自社設計に限定するか、自社の努力余地が小さ

い他社設計まで含めるかについては各社の判断に委ねますが、日建連としては他社設計を含めた開

示を推奨します。その場合に自社設計と他社設計の内訳を開示することで、自社の削減努力（設計で

の工夫）をよりアピールすることができます 

 

排出原単位については、自社設計であればその設計データを、他社設計であれば、 

・個別建物の建築確認図書に記載されたエネルギー使用量 

その把握が困難な建物については、以下の公的データベース 

・環境省「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定の為の排出原単位データ

ベース Ver.3.1」 

・一般社団法人 日本ビルエネルギー総合管理技術協会「建築物エネルギー消費量調査報告

【第 42 報】」 等 

を参考に、各社の建物集計区分と合致した原単位を選定し計算してください。 

 

【改修工事について】 

会員企業が手掛ける建築工事は「新築工事」だけでなく「改修工事」もあります。改修工事のうち、設備

工事を伴わない改修工事は運用時 CO2 が把握できないため、カテゴリ 11 の集計対象外として構いませ
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ん。また、省エネ改修で改修後の運用時 CO2 が分かるものがあれば開示を推奨します。ただし、削減貢

献をマイナス計上するのは GHG プロトコルルールに反します。あくまでも改修工事分の運用時 CO2 はプ

ラス計上（積上げ）となります。省エネ改修に伴う削減貢献については別枠で数値を開示してその取組み

をアピールしてください。 

例：2020 年度のスコープ 3 カテゴリ 11 は 10 万 t-CO2 でした。併せて 2020 年度は 10 件の省エネ改修

を実施し、合計 2 万 t-CO2（15 年間の運用計）の CO2 削減に貢献しました。 

 

【生産施設の製造装置について】 

生産施設の製造装置を施工した場合、このスコープ 3 カテゴリ 11 はその製造装置の耐用年数期間中

の稼働に由来する CO2 となります。製造装置の稼働条件等は発注者（使用者）に拠るところが大きいため、

製造装置については、カテゴリ 11 の集計対象外として構いません。 

 

【土木構造物について】 

土木構造物については、カテゴリ 11 の集計対象外として構いません。 

 

【将来の電力排出係数の改善について】 

建物運用時の主要なエネルギーは電力です。今後、わが国の電力排係数は大きく改善し、同じ設備

であっても将来の運用時 CO2 排出量は削減するものと予測されます。カテゴリ 11 試算にあたり将来の電

力排出係数改善を見込むべきかについて、様々な考え方があります。建物運用期間を設定して、運用期

間全体の CO2 排出量を当該建物の竣工年度に一括して計上してください。 

 

【建物引き渡し時期のずれによるカテゴリ 11 の変動について】 

カテゴリ 11 は当該年度に引き渡した建物の運用時 CO2 をその年に一括で計上します。そのため、年

度による竣工建物量により大きく変動し、排出量（絶対値）だけでは各社の CO2 削減の取組みを測る指標

としては最適ではありません。カテゴリ 11 の排出量が前年と比べて増加した時、各社の取組みが後退し

たと見なされないために、増加要因が建物引き渡し増に拠るのであれば、そのことを明記するようにしてく

ださい。また、カテゴリ 11 の延床当たりの原単位を併記することも、建物引き渡し時期のずれによるカテゴ

リ 11 の変動を補正するために有効です。 

 

⑦カテゴリ 5（主要建設副産物の処理時 CO2）について 

建設業が大量の資材を消費する産業であるということは、同時に大量の副産物/廃棄物を排出する

産業であるということでもあり、カテゴリ 5 の情報開示は重要です。 

日建連環境経営部会メンバー企業が情報開示している建設副産物には以下のものがあります。 

 

 

 

産業廃棄物（がれき類、木くず、汚泥、混合廃棄物（安定型）、混合廃棄物（管理

型）、廃油、廃プラ、紙くず、繊維くず、金属くず、ガラス陶磁器くず、その他）、事業系一般

廃棄物 
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これらの排出量は、概ねマニフェスト等で把握可能ですが、最終処分するもの、リサイクル処理したもの

等、処理方法が異なる場合があります。各社の状況を勘案して、各社として排出量が多いもの、処理方

法の把握が可能なもの（可能な区分）について、情報開示を行います。その場合、集計対象とした資材

を明記してください。 

各副産物の処理時 CO2 の排出原単位については、 

・「環境省 サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定の為の排出原単位デー

タベース Ver.3.1」 

・一般社団法人サステナブル経営推進機構「LCI データベース IDEAv2（サプライチェーン温室効

果ガス排出量算定用）」 等 

を参考に、各社の使用量把握方法と合致した原単位を選定し計算してください。 

 

⑧カテゴリ 12（建物の将来解体時 CO2）について 

建設した建物はいつか解体されます。カテゴリ 12（建物の将来解体時 CO2）は自社が建設した建物

が将来、解体処理される際に排出される CO2 です。カテゴリ 5 は当該年度の解体工事で排出した副産

物/廃棄物の処理時 CO2 であり、他社施工物件であっても算出範囲となりますが、カテゴリ 12 は当該

年度に竣工した建物の将来の解体時 CO2 を前倒しで集計するものです。よって「活動量」は当該年度

に投入した建設資材となります。ただし土木構造物は適切な修繕工事のもと、半永久的に使用される

ため、将来の解体対象からは除外します。 

排出原単位については、カテゴリ 5 と同様の数値を用いて構いません。 
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 (2)水資源 

1）環境省ガイドラインが求める記載事項 

水資源（特に淡水）は、世界的に見ると代替物質の入手が困難で、人類の生存に不可欠な資源である

と認識されています。そのため、人口増加に伴う水使用量の増加や気候変動による降水状況の変化など

で、水資源へのアクセスが制約される可能性が高い状況では、事業活動における水資源管理は重要な

環境課題になります。環境情報開示においては、この環境課題を各企業がどのように評価し、対応してい

るかが求められています。 

開示が求められる項目は 

・水資源に関する個社の取組み方針、行動計画（目標） 

・水資源投入量 

・水資源投入量の原単位 

・排水量    

・事業所やサプライチェーンが水ストレスの高い地域に存在する場合は、その水ストレスの状況 

等です。 

 

2)建設業にとっての水資源 

建設業での主な水用途は、粉塵対策の散水、コンクリート打設後の湿潤養生、杭工事や掘削工事での

孔壁安定のための注水などであり、各工事現場の水リスクについては、工事前の各種検討会にて個別に

確認して適切な水利用計画を立案し、法規制に準拠した上で施工を行っています。 

個別の水利用計画（行動計画や目標）を全て開示することは現実的ではないため、全社の標準的な管

理方針や、特に水リスクの高い工事についての具体例を挙げ、自社の水資源についての取組みを説明

することが有効と考えます。 

 

清水建設の「水資源の有効利用」の開示例 

区分 水資源の主な使用状況 水資源の管理計画 

工事現場
（国内） 

取水（公共
用水、一部
地下水・河
川水※） 

•杭工事、掘削工事におけ
る孔壁安定のための注水 

•高温下でのコンクリート
打設後の湿潤養生 

•粉じん対策の散水 

以下のように、すべての現場で現場及び周辺
環境の特性に合わせた管理を行っています。 
•着工前検討会にて、現場特性・周辺環境特

性を考慮し、水資源関連リスク（水質汚
濁・法令違反等）の有無を確認。 

•現場ごとに取水・排水方法、管理項目等の
管理計画を立案。 

•取水・排水管理方法・排水基準値を現地の
土地管理者・地方自治体等と確認。 

•地方自治体（地元住民）の合意後に工事を
開始し、現場ごとに pH 等の管理項目の計
測管理。 

•社内参考書:「作業所における水質汚濁防
止の手引き」 

排水（ほぼ
すべてで、
公共排水） 

•洗浄排水・雨水排水 
•掘削工事で地下水位低下

が必要な場合地下水をく
み上げて排水 

工事現場
（海外） 国内と同様 国内とほぼ同様 

取水（公共
用水） 生活用水 •所有の社屋は建替に伴い順次、節水型トイ

レを採用。（本社約 3300 名・四国支店約
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区分 水資源の主な使用状況 水資源の管理計画 

オフィス
（国内・
海外） 

排水（公共
排水） 

厨房排水・洗浄排水・雨水
排水 

60 名・技術研究所約 300 名、従来品と比
較し、洗浄水量を約 4 割削減） 

水リサイクルの取り組み  
•本社では厨房排水・洗浄排水（雑排水）・

雨水排水を建物内プラントにて処理し、中
水としてリサイクル。（約 1.4 万 t／年） 

•四国支店では、取水量の 71％を再生水
（現地インフラ）で使用。 

サプライチェーン 

•主要材料である鉄、コン
クリート、木材などの製
造に使用される用水 

•現場でのコンクリート製
造に使用する用水（関連
会社の作業のため、サプ
ライチェーンに分類） 

•主要材料（セメント、鉄鋼など）:「環境
負荷の少ない事業活動」の環境方針に則
り、調達先を選定。 
大部分の国内現場は国内から資材調達して
おり、水ストレスのリスクは小さいと判断
しています。 

•現場の関連会社の作業:清水建設の環境管
理マネジメントに則った作業指導を実施。 

 

水資源投入量や排水量は、水源別（水道水、河川水、地下水など）や放流先（下水道、河川、海域等）

別の取水量や放流量の開示が求められていますが、屋外作業が多い建設業の特性から、事業者として

意図した取水でない雨水や湧水なども管理すべき水である場合があります。雨水量や湧水量は計量して

いない（計量できない）場合もありますが、定量的な情報開示ができなくても、しっかり管理している水資

源の 1 つであることを明記することは重要です。 
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(3)生物多様性 

1）環境省ガイドラインが求める記載事項 

持続可能な社会への移行を進める上で、生物多様性の基盤となる生態系を保全し、その恵みを将来

にわたって享受できる自然共生社会の実現が不可欠であり、事業者は事業活動を通じて国内外の生物

多様性と深く関わるため、事業活動における生物多様性の保全は重要な環境課題になります。環境情報

開示においては、この環境課題を各企業がどのように評価し、対応しているかが求められています。 

開示が求められる項目は 

・事業活動が生物多様性に及ぼす影響 

・事業活動が生物多様性に依存する状況/程度 

・生物多様性の保全に資する事業活動 

・外部ステークホルダーとの協働の状況 

等です。 

 

2)建設業にとっての生物多様性 

建設業は建設工事に伴う土地の改変により生物多様性に大きな影響を及ぼします。また、バリューチェ

ーンマネジメントの章でも言及したように、建設業では大量の資材を使うため、原材料の採取から資材の

廃棄に至るまで建設現場以外の各段階で、生物多様性への影響が生じている可能性があります。 

生物多様性の特徴は、地域にとって代替できない固有の価値を有する点にあるとされており、定量的

表現が難しい分野でもあります。よって統計数値の開示にこだわらず、具体的な取組み状況の開示が有

効になります。個別工事の生物多様性への影響やその対応策の全てを開示することは現実的ではない

ため、全社で運用する「生物多様性指針」「調達方針（生物多様性への配慮に言及されたもの）」を策定、

開示することが望ましいと考えます。また、建設業では本設材、仮設材として木材を使用します。森林資

源に関する取組みを特出して開示することも、建設業の事業特性を踏まえた開示項目として評価されま

す。 

個々の建設工事は事業期間が短く、生物多様性保全の長期的な取組みを実施しづらい側面がありま

す。その場合、研究施設等の長期保有施設について環境影響評価やモニタリング調査を実施し、自社の

生物多様性保全活動の代表事例として情報開示することも検討してください。 

生物多様性の保全は自社のみで達成されるものではありません。地元自治体や NPO などとの協働に

ついても積極的に開示することで、自社の生物多様性の取組みをアピールする機会としてください。 

 

３)生物多様性の情報開示の今後 

気候変動に係る情報開示（TCFD）に倣い、2020 年 7 月に自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）が発足しました。今後、数年をかけて自然関連のリスクと機会が企業の財務に与える影響を開示

する枠組みが検討される予定です。このタスクフォースにて新たな分析指標が提案されると、それに合致

した情報開示が求められることとなります。 
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(4)資源循環 

1）環境省ガイドラインが求める記載事項 

地球上にある天然資源は限られている一方で、世界人口の増加と経済発展を背景に資源需要は伸び

続け、将来の世代に資源を残せない事態が生じる可能性が指摘されています。また、廃棄物発生量の増

加は、最終処分場の逼（ひっ）迫、有害物質の環境への流出等の様々な環境問題を引き起こします。 

企業には、限りある資源を効率的に利用して投入を減らし、自社の製品・サービスが使用済みとなり廃

棄される段階になったときの環境負荷を低減するため、その製品・サービスの設計・開発の段階から、有

害物質の含有量を減らしたり、材料の使用量を削減したり、分解が容易な形状にしたりリサイクルしやす

い素材を使うなどの配慮が求められています。 

これらの取組みをステークホルダーに伝えるために開示が求められる項目は 

・資源の投入：再生不能資源投入量、再生可能資源投入量、循環利用材の量、循環利用率 

・資源の廃棄：廃棄物等の総排出量、廃棄物等の最終処分量 

等です。 

 

2)建設業にとっての資源循環 

前述のとおり、大量の資材を使う建設業に対し、国は建設リサイクル推進計画等を策定し、資源循環推

進のための各種施策やリサイクル目標値を設定しています。 
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建設業にとって廃棄物の適正処理とリサイクルは身近な課題であり、各社が長年取り組んでいるもので

もあります。1990 年代は約 60％程度だったものが、2018 年度は 97.2％（上表）となっており、リサイクル発

展・成長期から、維持・安定期に入ったため、今後は、リサイクルの「質」の向上が重要な視点とされていま

す。 

廃棄物処理量についてはトン（重量）での開示を推奨します。廃棄物運搬や処理にてｍ3（嵩）で契約し、

社内集計データがｍ3（嵩）の場合は、以下の換算係数を参考にトン（重量）換算してください。処理量は、

元請の代表であるスポンサー企業が廃棄物の委託契約を行い、マニフェスト等によって集計し、行政報

告の数値を開示に用いています。従って、企業間の比較を行う場合は、リサイクル率などの原単位指標を

用いる必要があります。 
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大成建設の建設廃棄物排出量とリサイクル率の開示事例 
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３)プラスチック問題に関する情報開示 

プラスチック資源循環は、海洋プラスチックごみ問題を契機として、資源・廃棄物制約、気候変動等との

関係で、国際的に喫緊の課題として関心が高まっており、急速に国内外での政策の具体化が進展してい

ます。国際的な関心の高まりに伴い、投資家等は企業の取組みに関する情報を求め始めており、企業は、

プラスチック資源循環にどのように対応するか、自社の事業活動がプラスチック資源循環にどのように貢

献しているのかを明らかにし、そのビジネスが持続可能であり、そのリスクを機会に転じていく方策を示す

ことが特に重要となってきています。 

2021 年 1 月に、経済産業省と環境省が共同で、「サーキュラー・エコノミーに係るサステナブル・ファイ

ナンス促進のための開示・対話ガイダンス」を公表しました。このガイダンスの約 3 分の 1 を使い、プラスチ

ック資源循環分野の開示及び対話のポイント、が示されています。 

 

 

建設業としても、従来からのプラ系廃棄物の適正処理とリサイクルの取組みに加え、プラスチック問題

の自社事業へのリスク分析し、これをチャンスとして事業戦略に組み込み、「指標と目標」を定め、取組み

状況を開示することが求められ始めています。 
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2019 年 5 月に政府が策定した「プラスチック資源循環戦略」では、重点戦略とあわせて、以下のマイル

ストーンが示されました。プラスチック問題は、生物多様性（海洋プラ）・資源循環（３R）・脱炭素（バイオマ

スプラスチック）といった複合的な評価・対策が求

められています。したがって、どの目標値を建設業

が指標とするかの検討が必要です。 

建設リサイクル推進計画 2020 は、新たに廃プラ

スチックを個別品目として着目し、今後、データに

よるリサイクル動向の把握の設定に向けた検討が

必要としています。また、サーマルリカバリーの扱

いや処理施設からの情報収集については環境省

との調整も必要となることから、業界の役割も重要

となっています。 
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(５)汚染予防 

1）環境省ガイドラインが求める記載事項 

一旦、環境汚染を引き起こせば、地球環境や将来世代に大きな影響を及ぼし、原因者である事業者も

莫大な損害賠償や原状回復コストを負担するだけでなく、深刻な評判リスクにさらされます。投資家は各

企業がこの課題にどのように取り組んでいるかに高い関心を持っています 

この課題への取組みをステークホルダーに伝えるために開示が求められる項目は 

・全般：法令遵守の状況 

・大気保全：大気汚染規制項目の排出濃度、大気汚染物質排出量 

・水質汚濁：排水規制項目の排出濃度、水質汚濁負荷量 

・土壌汚染：土壌汚染の状況 

等です。 

 

2)建設業にとっての汚染予防 

建設業にとって汚染防止は身近な課題であり、各社が長年取り組んでいるものでもあります。社内の取

組情報を積極的に開示し、自社の環境への取組みをアピールする機会としてください。例えば、土壌汚

染対策工事は、建設事業として実施している項目ですが、その施工量を汚染対策技術優位による受注

量として、企業価値を示すデータとして利用することが考えられます。 

建設工事の法規制の遵守状況を示すことは必要ですが、そのために実施した、大気・水質・土壌汚染

の防止の工事の数量や金額を開示する場合は、開示目的の明確化とあわせて集計のシステム化等によ

る負担軽減を実施する必要があります。 
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第三部 環境情報開示の今後の課題 

 

環境情報の開示とは、企業の環境への取組みをステークホルダーに伝えることを目的としています。ス

テークホルダーが求める環境情報は不変ではありません。ステークホルダー側のニーズ変化、その時々

の社会情勢、技術革新により求められる環境情報は変容していきます。本ガイドラインで解説した開示方

法も、常に更新されるものです。また、情報発信者である企業自身も、環境負荷の削減につながる情報開

示となるように、常に目的・目標と開示項目の関係を確認し、必要に応じて見直す必要があります。 

第三部では、環境情報の開示について、特に日建連として今後も検討を継続すべきもの、政府への働

きかけ、他業界との連携が必要となる課題を列記します。 

 

 

1. デジタル・ガバメントの推進、支援 

企業が開示する環境情報をステークホルダーが正しく評価するためには、指標の定義・算定範囲や条

件を明確（可能な範囲で共通）化し、第三者の比較容易性を高めるためのベンチマーク（統計データ）の

整備が不可欠であると考えます。日建連としても、今後のデジタル・ガバメント（デジタル技術の徹底活用

と官民協働を軸とした、国と地方、官民の枠を超えた行政サービスの見直し）を推進、支援することが重要

だと考えます。 

 

2. スコープ１の範囲について 

建設業におけるスコープ１の主なものは、建設現場で使用する建設重機の燃料由来の CO2 です。建

設業が元請と下請（協力会社）が一体となって生産活動を行うという他業種では見られない特徴を有して

おり、本ガイドラインでは、当該工事の施工計画の最終責任は元請にあり、環境負荷低減の工夫も元請

に拠るところが大きいと考えるため、元請と下請（協力会社）では、元請がその工事を代表して当該工事

全体を自社のスコープ１の報告範囲とする、としています。 

一方で、協力会社であっても環境負荷低減活動を行っています。この個社の取組みを元請の報告と重

複させずに、協力会社独自の取組みとして報告すべきであると考えることは十分に可能です。 

また、CM（Construction Management）方式では、施工会社の独立性が高く、CM 方式で受注した工事

の施工 CO2 を自社のスコープ１（ないしスコープ２）ではなく、スコープ３として集計するほうが妥当であると

の考えもあります。実際にハウスメーカー等では、現場における協力会社の排出量をスコープ３カテゴリ１

として計上している例もあります。 

建設業のスコープ１の範囲については、契約形態の多様化や他業種との調整（比較容易性を高める）

の観点から、日建連としても算定範囲の見直しの是非について検討していく必要があると考えます。 

 

3. スコープ 3 カテゴリ 1：購入した製品・サービスについて 

 建設業におけるスコープ 3 カテゴリ 1 の主なものは、購入した建設資材の製造時 CO2 です。建設資材

には、セメントのように素材として購入するものから、PC 部材やカーテンウォールのように工場で加工され
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て購入するもの、空調機器のように製品として購入するものまで、多種多様であり、そのすべての製造時

CO2を集計することは容易ではありません。日建連としても、購入した建設資材の製造時 CO2の効率的な

集計のためのデータベース、プラットフォームの整備を推進、支援することが重要だと考えます。 

 

4. スコープ 3 カテゴリ 11：建物寿命について 

スコープ３カテゴリ１１は、販売した製品の使用時 CO2 であり、一般的にはその製品が廃棄されるまでの

期間全てを集計します。製品使用時の環境性能は生産者に大きく依存しているため、製造業は自社製

品の環境性能向上に取り組んでいますが、建設業では「建物の長寿命化」も環境性能向上の 1 つとして

います。 

カテゴリ 11 が建物寿命全体の運用時 CO2 を集計するため、建物を長寿命化すると自社のカテゴリ１１

が大きくなります。これは GHG プロトコルが建築物の特性を十分に反映していないためです。本ガイドラ

インでは、カテゴリ 11 集計のための建物寿命を何年に設定するかを各社に任せています。日建連として

は、他業種との調整（比較容易性を高める）の観点からも、建設業のスコープ３カテゴリ１１の建物寿命の

標準化について検討する必要があると考えます。 

 

5. 資源循環の指標の定義について 

建設廃棄物のリサイクルについては、2018 年度時点の再資源化・減容率が 97.2％であり、今後はリサ

イクルの「質」の向上が重要な視点となります。その際、再生不可能資源（汚染土壌等）の扱いや、再生資

材の定義、循環利用率の定義など、統一的な評価基準を整備する必要があると考えます。特に、廃プラ

スチックのリサイクル率は、中間処理施設で燃料化した場合の多くがマテリアルリサイクルとして扱かわれ

ていますが、ＥＵの判断基準ではマテリアルリサイクルという評価は難しいとされているなど、今後、処理

業界や関連省庁との調整が必要な課題と考えます。 

 


